
JP 2015-501007 A 2015.1.8

10

(57)【要約】
　本開示は、アナログ干渉変調器の動作を較正し、かつ
コントロールするためのシステム、方法、および装置を
提供する。一態様において、アナログ干渉変調器の可動
層の電極は、駆動電圧を受け取るための部分と、電気的
に隔離された部分とを含むことができる。電圧は、電気
的に隔離された部分で感知することができ、また、この
電圧を使用して、可動層の位置を決定すること、および
/または駆動電圧にフィードバックを提供することがで
きる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光を変調するためのデバイスであって、
　少なくとも第１、第２、第３、および第４の電極と、
　前記第１および第２の電極に接続された固定電圧源と、
　前記第３の電極に接続された可変電圧源と、
　前記第４の電極に接続された電圧センサと
を具備する、デバイス。
【請求項２】
　前記４つの電極のうちの少なくとも１つが可動電極である、請求項１に記載のデバイス
。
【請求項３】
　前記第３および第４の電極が可動電極である、請求項２に記載のデバイス。
【請求項４】
　前記電圧センサが、前記可変電圧を調整するためのフィードバックを提供する、請求項
１に記載のデバイス。
【請求項５】
　演算増幅器をさらに具備し、
　前記演算増幅器の出力は、前記第３の電極に接続される、請求項４に記載のデバイス。
【請求項６】
　電圧フォロワをさらに具備し、
　前記電圧フォロワの入力は、前記第４の電極に接続され、
　前記電圧フォロワの出力は、前記演算増幅器に接続される、請求項５に記載のデバイス
。
【請求項７】
　前記第３の電極および前記第４の電極が共通平面内の層として形成される、請求項１に
記載のデバイス。
【請求項８】
　前記第３の電極および前記第４の電極が共通平面内の層として形成される、請求項３に
記載のデバイス。
【請求項９】
　前記第４の電極が前記第３の電極の周囲に形成される、請求項８に記載のデバイス。
【請求項１０】
　前記可動電極がミラー層を含む、請求項２に記載のデバイス。
【請求項１１】
　前記可変電圧源によって供給される電圧を変化させることによって前記可動電極の位置
を調整するように構成された駆動回路をさらに具備する、請求項２に記載のデバイス。
【請求項１２】
　前記第２の電極が可動電極である、請求項２に記載のデバイス。
【請求項１３】
　前記第２の電極が接地される、請求項１２に記載のデバイス。
【請求項１４】
　前記第４の電極が前記第２の電極と前記第１の電極との間に配置される、請求項１３に
記載のデバイス。
【請求項１５】
　前記第１の電極が前記第４の電極の周辺部分の周りに形成される、請求項１４に記載の
デバイス。
【請求項１６】
　ディスプレイと、
　前記ディスプレイと通信するように構成され、画像データを処理するように構成された
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プロセッサと、
　前記プロセッサと通信するように構成されたメモリデバイスと
をさらに具備する、請求項１に記載のデバイス。
【請求項１７】
　少なくとも１つの信号を前記ディスプレイに送るように構成されたドライバ回路をさら
に具備する、請求項１６に記載のデバイス。
【請求項１８】
　前記画像データの少なくとも一部を前記ドライバ回路に送るように構成されたコントロ
ーラをさらに具備する、請求項１７に記載のデバイス。
【請求項１９】
　前記プロセッサに前記画像データを送るように構成された画像源モジュールをさらに具
備する、請求項１６に記載のデバイス。
【請求項２０】
　前記画像源モジュールが、受信機、トランシーバ、および送信機のうちの少なくとも１
つを含む、請求項１９に記載のデバイス。
【請求項２１】
　入力データを受け取り、前記入力データを前記プロセッサに伝達するように構成された
入力デバイスをさらに具備する、請求項１６に記載のデバイス。
【請求項２２】
　前記第４の電極に接続され、前記第４の電極で感知された電圧に少なくとも部分的に基
づいて可動導電層の位置を決定するように構成された位置決定ユニットを具備する、請求
項１に記載のデバイス。
【請求項２３】
　光を変調するためのデバイスを駆動する方法であって、
　第１の電極および第２の電極の両端間に第１の電圧を印加するステップと、
　第３の電極に第２の電圧を印加するステップと、
　第４の電極の電圧を感知するステップと
を有する、方法。
【請求項２４】
　前記第２の電圧を印加するステップに応答して、前記第３の電極および前記第４の電極
を移動させるステップを有する、請求項２３に記載の方法。
【請求項２５】
　前記第２の電圧を印加するステップに応答して、前記第１の電極または前記第２の電極
のうちの一方を移動させるステップを有する、請求項２３に記載の方法。
【請求項２６】
　前記印加される第２の電圧が、可動電極の位置が実質的に所望の位置に等しくなるまで
、感知された電圧を使用して調整される、請求項２３に記載の方法。
【請求項２７】
　感知された電圧が、前記第３の電極と前記第４の電極との間のキャパシタンスに依存す
る係数だけ調整されると、可動電極のオフセットに実質的に比例する、請求項２３に記載
の方法。
【請求項２８】
　光を変調するためのデバイスであって、
　第１の電極および第２の電極の両端間に第１の電圧を印加するための手段と、
　第３の電極に第２の電圧を印加するための手段と、
　第４の電極の電圧を感知するための手段と
を具備する、デバイス。
【請求項２９】
　感知された電圧に少なくとも部分的に基づいて可動導電層の位置を決定するための手段
をさらに具備する、請求項２８に記載のデバイス。
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【請求項３０】
　印加するための前記手段が演算増幅器を含む、請求項２９に記載のデバイス。
【請求項３１】
　感知するための前記手段が電圧フォロワを含む、請求項３０に記載のデバイス。
【請求項３２】
　前記電圧フォロワの出力が前記演算増幅器の入力に接続される、請求項３１に記載のデ
バイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、アナログ干渉変調器のための、および2つの他の導体間に配置された可動導
体の位置を検出するための駆動方式および較正方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電気機械システム(EMS)には、電気的要素および機械的要素を有するデバイス、アクチ
ュエータ、トランスジューサ、センサ、光学構成要素(たとえば、ミラー)、および電子機
器が含まれる。電気機械システムは、マイクロスケールおよびナノスケールを含むがそれ
らに限定されない様々なスケールで製造されてもよい。たとえば、マイクロエレクトロメ
カニカルシステム(MEMS)デバイスは、約1ミクロン～数100ミクロン以上の範囲のサイズを
有する構造を含んでもよい。ナノエレクトロメカニカルシステム(NEMS)デバイスは、たと
えば数百ナノメートルよりも小さいサイズを含む、1ミクロンよりも小さいサイズを有す
る構造を含んでもよい。電気機械要素は、蒸着、エッチング、リソグラフィ、ならびに/
または基板および/もしくは蒸着された材料層の一部をエッチングによって除去するか、
または層を追加して電気デバイスおよび電気機械デバイスを形成する他のマイクロマシー
ニングプロセスを使用して作製されてもよい。
【０００３】
　ある種のEMSは干渉変調器(IMOD)と称される。本明細書では、「干渉変調器」または「
干渉光変調器」という用語は、光学干渉の原理を使用して光を選択的に吸収および/また
は反射するデバイスを指す。いくつかの実施形態では、干渉変調器は、一方または両方が
全体的または部分的に透過性および/または反射性を有してもよく、かつ適切な電気信号
が加えられたときに相対運動することができる一対の導電プレートを含んでもよい。一実
施形態では、一方のプレートは、基板上に蒸着された固定層を含んでもよく、他方のプレ
ートは、空隙によって固定層から分離された反射膜を含んでもよい。一方のプレートの他
方のプレートに対する位置によって、干渉変調器に入射する光の光学干渉が変化すること
がある。干渉変調器デバイスは、広範囲の用途を有し、製品、特に表示機能を有する製品
に関して、既存の製品を改良して新しい製品を作製するために使用されることが期待され
ている。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明のシステム、方法、およびデバイスの各々は、いくつかの新規の態様を有し、こ
れらのシステム、方法、およびデバイスのうちで、本明細書において開示されるその望ま
しい属性を単独で生じさせるものはない。
【０００５】
　本開示で説明される主題の革新的一態様は、光を変調するためのデバイスとして実施す
ることができる。この態様では、光を変調するためのデバイスは、少なくとも第1の電極
、第2の電極、第3の電極、および第4の電極を具備することができる。第1の電極および第
2の電極の両端間に固定電圧を印加することができ、第3の電極に可変電圧を印加すること
ができ、また、第4の電極には電圧センサを接続することができる。
【０００６】
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　別の革新的態様は、光を変調するためのデバイスを駆動するための方法を含む。そのよ
うな態様の1つでは、光を変調するためのデバイスを駆動する方法は、第1の電極および第
2の電極の両端間に第1の電圧を印加するステップと、第3の電極に第2の電圧を印加するス
テップと、第4の電極の電圧を感知するステップとを有する。
【０００７】
　別の革新的態様では、光を変調するためのデバイスは、第1の電極および第2の電極の両
端間に第1の電圧を印加するための手段と、第3の電極に第2の電圧を印加するための手段
と、第4の電極の電圧を感知するための手段とを具備する。
【０００８】
　本明細書で説明する主題の1つまたは複数の実施形態の詳細が、添付の図面および以下
の説明において示されている。本開示で与えた例は、主に電気機械システム(EMS)および
マイクロエレクトロメカニカルシステム(MEMS)ベースのディスプレイに関して説明されて
いるが、本明細書で提供する概念は、液晶ディスプレイ、有機発光ダイオード(「OLED」)
ディスプレイ、および電界放出ディスプレイなど、他のタイプのディスプレイに適用され
てもよい。他の特徴、態様、および利点は、発明の詳細な説明、図面、および特許請求の
範囲から明らかになろう。以下の図において、相対的な寸法が縮尺通りに描かれていない
場合があることに留意されたい。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１Ａ】ある状態における干渉変調器(IMOD)の画素を示す等角図の一例である。
【図１Ｂ】図1Aとは異なる状態における干渉変調器(IMOD)の画素を示す等角図の一例であ
る。
【図２】光学MEMS表示デバイスの駆動回路アレイを示す概略回路図の一例である。
【図３】図2の駆動回路の構造および関連する表示素子の一実施形態を示す概略部分断面
図の一例である。
【図４】干渉変調器および埋め込まれた回路を備えるバックプレートを有する光学MEMS表
示デバイスの概略拡大部分斜視図の一例である。
【図５】2つの固定層および第3の可動層を有する干渉変調器の断面図である。
【図６】図5の構造を有する光学EMS表示デバイスのための駆動回路アレイを示す略回路図
の一例を示す図である。
【図７Ａ】材料のスタックを示す、図5の干渉変調器の2つの固定層および可動層の断面図
である。
【図７Ｂ】材料のスタックを示す、図5の干渉変調器の2つの固定層および可動層の断面図
である。
【図７Ｃ】材料のスタックを示す、図5の干渉変調器の2つの固定層および可動層の断面図
である。
【図８】図5に示されている干渉変調器および電圧源の略図である。
【図９Ａ】電気的に隔離された2つの部分を有する電極の上面図を示す線図である。
【図９Ｂ】電気的に隔離された2つの部分を有する別の電極の上面図を示す線図である。
【図１０】図5の干渉変調器の中で実施された、図9Aまたは図9Bの電極の略図である。
【図１１】2つの固定導電層の間に配置された可動導電層の位置を決定するためのプロセ
スの流れ図である。
【図１２】図9Aの電極にフィードバックを提供するように構成された電圧センサを示す図
である。
【図１３】光を変調するためのデバイスを駆動するためのプロセスの流れ図である。
【図１４】図12のセンサおよびフィードバックの一実施形態を示す回路図である。
【図１５】個々の変調器の中間層を配置するための電圧感知およびフィードバックを組み
込んだ干渉変調器のアレイを示す線図である。
【図１６】複数の固定層を有し、かつ、1つの固定感知電極と共に1つの可動層を有する干
渉変調器の断面図である。
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【図１７】個々の変調器の可動層を配置するための電圧感知およびフィードバックを組み
込んだ、図16に示されているように構築された干渉変調器のアレイの別の実施形態を示す
線図である。
【図１８Ａ】複数の干渉変調器を含んだ表示デバイスを示すシステムブロック図の例を示
す図である。
【図１８Ｂ】複数の干渉変調器を含んだ表示デバイスを示すシステムブロック図の例を示
す図である。
【図１９】光学MEMSディスプレイを有する電子デバイスの略分解斜視図の一例を示す図で
ある。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　様々な図面中の同様の参照番号および名称は、同様の要素を示す。
【００１１】
　以下の説明は、本開示の発明的態様について説明する目的で、いくつかの実施形態を対
象とする。ただし、本明細書の教示が多数の異なる方法で適用されてもよいことを、当業
者は容易に認識されよう。詳細な実施形態は、動いている(たとえば、映像)か静止してい
る(たとえば、静止画像)かにかかわらず、また文字であるか、絵であるか、写真であるか
にかかわらず、画像を表示するように構成され得る任意のデバイスまたはシステムにおい
て実現されてもよい。特に、詳細な実施形態は、モバイル電話、マルチメディアインター
ネットによって使用できる携帯電話、モバイルテレビ受像機、ワイヤレスデバイス、スマ
ートフォン、Bluetooth(登録商標)デバイス、パーソナルデータアシスタント(PDA)、ワイ
ヤレス電子メール受信機、ハンドヘルドコンピュータまたはポータブルコンピュータ、ネ
ットブック、ノートブック、スマートブック、タブレット、プリンタ、複写機、スキャナ
、ファクシミリデバイス、GPS受信機/ナビゲータ、カメラ、MP3プレーヤ、カムコーダ、
ゲームコンソール、腕時計、時計、計算機、テレビモニタ、フラットパネルディスプレイ
、電子リーディングデバイス(電子書籍端末など)、コンピュータモニタ、自動車用ディス
プレイ(走行距離計ディスプレイおよび速度計ディスプレイなどを含む)、コックピット制
御機器および/またはディスプレイ、カメラ視野ディスプレイ(車両における後方視野カメ
ラの表示など)、電子写真、街頭ビジョンまたは電子看板、映写機、建築構造物、電子レ
ンジ、冷蔵庫、ステレオシステム、カセットレコーダまたはプレーヤ、DVDプレーヤ、CD
プレーヤ、VCR、ラジオ、ポータブルメモリチップ、洗濯機、乾燥機、洗濯/乾燥機、駐車
メータ、パッケージ構造物(電気機械システム(EMS)、マイクロエレクトロメカニカルシス
テム(MEMS)、および非MEMSアプリケーションにおけるものなど)、美的構造物(たとえば、
宝石上への画像の表示)、ならびに様々なEMSデバイスなどであるがそれらに限定されない
様々な電子デバイスに含まれるかまたはそれらの電子デバイスに関連付けられてもよい。
本明細書の教示は、電子スイッチングデバイス、無線周波数フィルタ、センサ、加速度計
、ジャイロスコープ、動作検知デバイス、磁気計、家庭用電子機器用の慣性構成要素、家
庭用電化製品の部品、バラクター、液晶デバイス、電気泳動デバイス、駆動方式、製造プ
ロセス、および電子試験機器などであるがそれらに限定されない非表示用途に使用されて
もよい。したがって、この教示は、各図にのみ示されている実施形態に限定されるもので
はなく、その代わりに当業者に容易に明らかになる広い適用性を有する。
【００１２】
　本明細書において説明される特定の方法およびデバイスは、アナログ干渉変調器の実施
形態に関している。アナログ干渉変調器は、異なる光学特性を有する異なる位置の範囲へ
駆動することができる。様々な光学状態を達成するためのアナログ干渉変調器の位置を較
正し、かつ、制御するための方法およびシステムが開示される。いくつかの実施形態では
、可動層は、電気的に隔離された感知電極を含む。別の実施形態では、固定基板は、電気
的に隔離された感知電極を含む。感知電極上の電圧をフィードバックループ内で使用して
、駆動電圧に応答して可動層の位置を制御することができる。
【００１３】
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　本開示で説明される主題の特定の実施形態を実施することにより、以下の複数の可能な
利点のうちの1つまたは複数を実現することができる。本明細書において開示されるシス
テムおよび方法によれば、変調器の高速で、かつ正確な位置決めが可能になり、したがっ
て、たとえアレイの複数の変調器の物理特性が製造公差に起因する性能の差を含んでいる
場合であっても、変調器の高性能アレイを表示デバイス内に生成する能力を高めることが
できる。
【００１４】
　前述の各実施形態を適用することのできる適切なEMSまたはMEMSデバイスの例には反射
表示デバイスがある。反射表示デバイスは、光学干渉の原則を使用して変調器自体に入射
する光の選択的な吸収および/または反射を行う干渉変調器(IMOD)を組み込んでもよい。I
MODは、吸収体と、吸収体に対して移動可能な反射体(リフレクタ)と、吸収体と反射体と
の間に形成された光学共振空洞とを含んでもよい。光学共振空洞のサイズを変更し、それ
によって干渉変調器の反射に影響を与えることのできる2つ以上の異なる位置に反射体を
移動させてもよい。IMODの反射スペクトルは、様々な色を生成するように可視波長全体に
おいてずらすことのできる、かなり広いスペクトル帯域を形成することができる。スペク
トル帯域の位置は、光学共振空洞の厚さを変更することによって調整することができる。
光学共振空洞を変更する方法の1つは、反射体の位置を変更することである。
【００１５】
　図1Aおよび図1Bは、2つの異なる状態における干渉変調器(IMOD)表示デバイスの画素を
示す等角図の例を示している。IMOD表示デバイスは、1つまたは複数の干渉MEMS表示素子
を含む。これらのデバイスでは、MEMS表示素子の画素は明状態または暗状態のいずれかで
あってもよい。明(「休止」、「開」、または「オン」)状態では、表示素子は入射した可
視光の大部分をたとえばユーザに向けて反射する。逆に、暗(「作動」、「閉」、または
「オフ」)状態では、表示素子は入射した可視光をほとんど反射しない。いくつかの実施
形態では、オン状態およびオフ状態の光反射特性を逆転してもよい。MEMS画素は、主とし
て、白黒だけでなくカラー表示も可能にする特定の波長において反射するように構成され
てもよい。
【００１６】
　IMOD表示デバイスは、IMODの行列アレイを含んでもよい。各IMODは、一対の反射層、す
なわち、空隙(光学ギャップまたは光学空洞とも称される)を形成するように互いに調節可
能な可変距離に位置する可動反射層と固定部分反射層とを含んでもよい。可動反射層を少
なくとも2つの位置の間を移動させてもよい。第1の位置、すなわち休止位置では、可動反
射層を固定部分反射層から比較的遠い距離に位置させてもよい。第2の位置、すなわち作
動位置では、可動反射層を部分反射層のより近くに位置させてもよい。2つの層から反射
した入射光は、可動反射層の位置に応じて強め合うかまたは弱め合うように干渉すること
ができ、各画素の全体的な反射状態および非反射状態を生成する。いくつかの実施形態で
は、IMODは、非作動時には反射状態にあり、可視スペクトル内の光を反射することができ
、また、非作動時には暗状態にあり、可視範囲内の光を吸収および/または弱め合って干
渉することができる。しかし、いくつかの別の実施形態では、IMODは、非作動時に暗状態
であり、作動時に反射状態であってもよい。いくつかの実施形態では、印加された電圧を
導入することによって、画素を駆動して状態を変更してもよい。いくつかの別の実施形態
では、電荷を印加することによって画素を駆動して状態を変更してもよい。
【００１７】
　図1Aおよび図1Bに示されている画素は、IMOD12の2つの異なる状態を示している。図1A
のIMOD12では、可動反射層14が、部分反射層を含む光学スタック16から所定の距離の休止
位置に示されている。図1AではIMOD12の両端間に電圧が印加されていないので、可動反射
層14は休止状態または非作動状態のままである。図1BのIMOD12では、可動反射層14は光学
スタック16に隣接した作動位置に示されている。図1BのIMOD12の両端間に印加される電圧
Vactuateは、可動反射層14を作動位置まで作動させるのに十分な電圧である。
【００１８】
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　図1では、画素12の反射特性は、画素12に入射した光と左側の画素12から反射した光15
を示す矢印13によって概略的に示されている。当業者には、画素12に入射した光13の大部
分が透明な基板20を透過して光学スタック16の方へ送られることが容易に認識されよう。
光学スタック16に入射した光の部分は光学スタック16の部分反射層を透過し、一部は透明
基板20を通して反射される。光学スタック16を透過した光13の部分は、可動反射層14の所
で反射され、透明基板20の方へ戻る(かつ透過する)。光学スタック16の部分反射層から反
射された光と可動反射層14から反射された光との(強め合うかまたは弱め合う)干渉が、画
素12から反射される光15の波長を決定する。
【００１９】
　光学スタック16は、単一の層または複数の層を含んでもよい。各層は、電極層、部分反
射部分透過層、および透明誘電層のうちの1つまたは複数を含んでもよい。いくつかの実
施形態では、光学スタック16は、導電性を有し、部分的に透過性を有するとともに部分的
に反射性を有し、たとえば、上記の層の1つまたは複数を透明基板20上に蒸着することに
よって製造されてもよい。電極層は、様々な金属、たとえばインジウムスズ酸化物(ITO)
のような様々な材料から形成されてもよい。部分反射層は、クロム(Cr)などの様々な金属
、半導体、および誘電体のように部分的に反射性を有する様々な材料から形成されてもよ
い。部分反射層は、材料の1つまたは複数の層で形成されてもよく、各層は単一の材料ま
たは材料の組合せで形成されてもよい。いくつかの実施形態では、光学スタック16は、光
吸収体と導体の両方として働く単一半透過厚さの金属または半導体を含んでもよく、一方
、より多くの導電層または導電部分(たとえば、光学スタック16の導電層もしくは導電部
分またはIMODの他の構造の導電層もしくは導電部分)がIMOD画素同士の間で信号を送る働
き(バスとしての働き)をしてもよい。光学スタック16は、1つまたは複数の導電層または
導電/光吸収層を覆う1つまたは複数の絶縁層または誘電層を含んでもよい。
【００２０】
　いくつかの実施形態では、下部電極16は各画素の所で接地される。いくつかの実施形態
では、このことは、連続的な光学スタック16を基板上に蒸着し、シート全体を蒸着された
層の周囲に接地させることによって実現されてもよい。いくつかの実施形態では、アルミ
ニウム(Al)のような導電性および反射性の高い材料を可動反射層14に使用してもよい。可
動反射層14は、ポスト18の頂部に蒸着された金属層およびポスト18同士の間に蒸着された
介在犠牲材として形成されてもよい。犠牲材をエッチングによって除去すると、可動反射
層14と光学スタック16との間に定められたギャップ19または光学空洞を形成することがで
きる。いくつかの実施形態では、ポスト18同士の間の間隔は約1um～1000nmであってもよ
く、一方、ギャップ19は約10000オングストローム(Å)未満であってもよい。
【００２１】
　いくつかの実施形態では、IMODの各画素は、作動状態であるか、それとも休止状態であ
るかにかかわらず、基本的に、固定反射層および可動反射層によって形成されたキャパシ
タである。電圧が印加されないと、可動反射層14aは、図1Aの画素12によって示されてい
るように機械的に休止した状態のままであり、可動反射層14と光学スタック16との間にギ
ャップ19が存在する。しかし、可動反射層14と光学スタック16の少なくとも一方に電位差
、たとえば電圧が印加されると、対応する画素に形成されたキャパシタが充電され、静電
力によって電極同士が引っ張り合う。印加された電圧がしきい値を超えると、可動反射層
14は変形し、光学スタック16に接近するかまたは接触することができる。光学スタック16
内の誘電層(図示せず)は、図1Bにおいて作動された画素12によって示されているように、
層14と層16との間の短絡を防止し、層14と層16との間の離隔距離を調節することができる
。この挙動は、印加される電位差の極性にかかわらず同じである。アレイ内の一連の画素
は、いくつかの例では「行」または「列」と称されることもあるが、当業者には、一方向
を「行」と称し、別の方向を「列」と称することが任意であることが容易に理解されよう
。言い換えれば、向きによっては、行が列とみなされ、列が行とみなされることがある。
また、表示素子は、互いに直交する行と列(「アレイ」)に均等に配置されても、非線形構
成として配置され、たとえば互いに対してある位置ずれを有してもよい(「モザイク」)。



(9) JP 2015-501007 A 2015.1.8

10

20

30

40

50

「アレイ」および「モザイク」という用語はいずれかの構成を指すことができる。したが
って、ディスプレイは「アレイ」または「モザイク」を含むように記載されるが、いずれ
の例でも、各素子自体を互いに直交するように配置したり、均等に分配して配置したりす
る必要がなく、各素子は非対称形状および不均等に分配された素子を有する構成を含んで
もよい。
【００２２】
　いくつかの実施形態では、一連のIMODまたはIMODのアレイ内の光学スタック16は、表示
デバイスのIMODの一方の側に共通の電圧を提供する共通の電極として働くことができる。
可動反射層14は、たとえば、以下でさらに説明するように、マトリクスの形態で配置され
た個別のプレートのアレイとして形成することができる。これらの個別のプレートには、
IMODを駆動するための電圧信号を供給することができる。
【００２３】
　上述の原則に従って動作する干渉変調器の構造の詳細は多様である場合がある。たとえ
ば、各IMODの可動反射層14は、隅部においてのみ、たとえばテザー上で、支持体に取り付
けられてもよい。図3に示されているように、平坦で比較的剛性の高い反射層14を、可撓
性金属から形成されてもよい変形可能な層34から懸垂させてもよい。この構造は、変調器
の電気機械的態様および光学態様に使用される構造設計および材料が選択され、互いに独
立に機能するのを可能にする。したがって、可動反射層14に使用される構造設計および材
料を光学特性に関して最適化してもよく、変形可能な層34に使用される構造設計および材
料を所望の機械的特性に関して最適化してもよい。たとえば、反射層14部分はアルミニウ
ムであってもよく、変形可能な層34の部分はニッケルであってもよい。変形可能な層34は
、その周囲において基板20に直接的または間接的に接続されてもよい。これらの接続部は
支柱18を形成してもよい。
【００２４】
　図1Aおよび図1Bに示されているような実施形態では、IMODは、画像を透明基板20の前側
、すなわち変調器が配置された側の反対側から見ることになる直視型デバイスとして機能
する。これらの実施形態では、デバイスの後部(すなわち、たとえば図3に示されている変
形可能な層34を含む可動反射層14の後方の、表示デバイスの部分)を表示デバイスの画質
に悪影響を与えずに構成し動作させることができる。その理由は、反射層14がデバイスの
それらの部分を光学的に遮蔽するからである。たとえば、いくつかの実施形態では、変調
器の光学特性を、電圧アドレッシングおよびそのようなアドレッシングによる移動のよう
な変調器の電気機械特性から分離するのを可能にするバス構成(図示せず)を可動反射層14
の後方に含めてもよい。
【００２５】
　図2は、光学MEMS表示デバイス用の駆動回路アレイ200を示す概略回路図の一例を示して
いる。駆動回路アレイ200は、アクティブマトリクスアドレッシング方式を実施してディ
スプレイアレイアセンブリの表示素子D11～Dmnに画像データを供給するのに使用されても
よい。
【００２６】
　駆動回路アレイ200は、データドライバ210と、ゲートドライバ220と、第1のデータ線～
第mのデータ線DL1～DLmと、第1のゲート線～第nのゲート線GL1～GLnと、スイッチまたは
スイッチ回路のアレイS11～Smnとを含む。データ線DL1～DLmの各々は、データドライバ21
0から延びており、それぞれ、スイッチの対応する列S11～S1n、S21～S2n、…、Sm1～Smn
に電気的に接続されている。ゲート線GL1～GLnの各々は、ゲートドライバ220から延びて
おり、それぞれ、スイッチの対応する列S11～Sm1、S12～Sm2、…、S1n～Smnに電気的に接
続されている。スイッチS11～Smnは、データ線DL1～DLmのうちの1本と表示素子D11～Dmn
におけるそれぞれの表示素子との間に電気的に接続され、ゲート線GL1～GLnの1本を介し
てゲートドライバ220からスイッチング制御信号を受け取る。スイッチS11～Smnは、単一
のFETトランジスタとして示されているが、(両方向の電流用の)2つのトランジスタ伝送ゲ
ートまたは場合によっては機械的MEMSスイッチのような様々な形態をとってもよい。
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【００２７】
　データドライバ210は、ディスプレイの外部から画像データを受け取り、その画像デー
タを行ごとに電圧信号の形でデータ線DL1～DLmを介してスイッチS11～Smnに供給してもよ
い。ゲートドライバ220は、表示素子D11～Dm1、D12～Dm2、…、D1n～Dmnの選択された行
に関連するスイッチS11～Sm1、S12～Sm2、…、S1n～Smnをオンにすることによって表示素
子D11～Dm1、D12～Dm2、…、D1n～Dmnの特定の行を選択してもよい。選択された行におけ
るスイッチS11～Sm1、S12～Sm2、…、S1n～Smnがオンになると、データドライバ210から
の画像データが表示素子D11～Dm1、D12～Dm2、…、D1n～Dmnの選択された行に渡される。
【００２８】
　動作時には、ゲートドライバ220は、ゲート線GL1～GLnの1本を介して選択された行にお
けるスイッチS11～Smnのゲートに電圧信号を供給し、それによってスイッチS11～Smnをオ
ンにしてもよい。データドライバ210がすべてのデータ線DL1～DLmに画像データを供給し
た後、選択された行のスイッチS11～Smnをオンにして表示素子D11～Dm1、D12～Dm2、…、
D1n～Dmnの選択された行に画像データを供給し、それによって画像の一部を表示してもよ
い。たとえば、行において作動させる画素に関連するデータ線DLをたとえば10ボルト(正
であっても負であってもよい)に設定してもよく、行において解放される画素に関連する
データ線DLをたとえば0ボルトに設定してもよい。次いで、所与の行のゲート線GLをアサ
ートし、その行のスイッチをオンにし、その行の各画素に選択されたデータ線電圧を印加
する。これによって、10ボルトが印加された画素が充電されて作動し、0ボルトが印加さ
れた画素が放電され解放される。次いで、スイッチS11～Smnをオフにしてもよい。表示素
子D11～Dm1、D12～Dm2、…、D1n～Dmnは、スイッチがオフにされたときに作動している画
素上の電荷が保持されているので画像データを保持することができる。絶縁体およびオフ
状態のスイッチからある程度の漏れが生じるが、一般に、この漏れは、別の1組のデータ
が行に書き込まれるまで画素上に画像データを保持するのに十分なほど少ない。これらの
ステップを、すべての行が選択され、それらの行に画像データが供給されるまで後続の各
行に対して繰り返してもよい。図2の実施形態では、下部電極16は各画素の所で接地され
ている。いくつかの実施形態では、このことは、連続的な光学スタック16を基板上に蒸着
し、このシート全体を蒸着された層の周囲に接地させることによって実現されてもよい。
図3は、図2の駆動回路および関連する表示素子の構造の一実施形態を示す概略部分断面図
の一例である。
【００２９】
　図3は、図2の駆動回路および関連する表示素子の構造の一実施形態を示す略部分断面図
の一例を示したものである。駆動回路アレイ200の部分201は、第2の列および第2の行にス
イッチS22を含み、また、関連する表示素子D22を含む。図示の実施形態では、スイッチS2
2はトランジスタ80を含む。駆動回路アレイ200内の他のスイッチは、スイッチS22と同じ
構成を有してもよい。
【００３０】
　図3は、ディスプレイアレイアセンブリ110の一部とバックプレート120の一部も含む。
ディスプレイアレイアセンブリ110のこの部分は、図2の表示素子D22を含む。表示素子D22
は、前部基板20の一部と、前部基板20上に形成された光学スタック16の部分と、光学スタ
ック16上に形成された支持体18と、支持体18によって支持された可動電極14/34と、可動
電極14/34をバックプレート120の1つまたは複数の構成要素に電気的に接続する相互接触
部126とを含む。
【００３１】
　バックプレート120の上記の部分は、バックプレート120に埋め込まれた、図2の第2のデ
ータ線DL2およびスイッチS22を含む。バックプレート120のこの部分は、少なくとも部分
的に埋め込まれた第1の相互接続部128および第2の相互接続部124も含む。第2のデータ線D
L2は、バックプレート120内を実質的に水平方向に延びている。スイッチS22は、ソース82
と、ドレーン84と、ソース82とドレーン84との間のチャネル86と、チャネル86と重なり合
うゲート88とを有するトランジスタ80を含む。トランジスタ80は、薄膜トランジスタ(TFT
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)または金属酸化膜半導体電界効果トランジスタ(MOSFET)であってよい。トランジスタ80
のゲートは、バックプレート120内をデータ線DL2に垂直に延びるゲート線GL2によって形
成されてもよい。第1の相互接続部128は、第2のデータ線DL2をトランジスタ80のソース82
に電気的に接続する。
【００３２】
　トランジスタ80は、バックプレート120内で1つまたは複数のビア160を通して表示素子D

22に接続されている。ビア160には、導電材料が充填され、ディスプレイアレイアセンブ
リ110の構成要素(たとえば、表示素子D22)とバックプレート120の構成要素との電気的接
続を実現している。図示の実施形態では、第2の相互接続部124は、ビア160を通して形成
され、トランジスタ80のドレーン84をディスプレイアレイアセンブリ110に電気的に接続
している。バックプレート120は、駆動回路アレイ200の前述の構成要素を電気的に絶縁す
る1つまたは複数の絶縁層129を含んでもよい。
【００３３】
　図3に示されているように、表示素子D22は、トランジスタ80に接続された第1の端子、
および光学スタック16の少なくとも一部によって形成することができる共通電極に接続さ
れた第2の端子を有する干渉変調器であってもよい。図3の光学スタック16は、3つの層、
すなわち、上述の頂部誘電層、同じく上述の中央部分反射層(クロムなど)、および透明導
体(インジウムスズ酸化物(ITO))を含む下部層として示されている。この共通電極は、ITO
層によって形成され、ディスプレイの周囲で接地するように接続されてもよい。
【００３４】
　図4は、干渉変調器アレイと埋め込まれた回路を備えるバックプレートとを有する光学M
EMS表示デバイス30の分解部分斜視図の一例を示す。表示デバイス30は、ディスプレイア
レイアセンブリ110とバックプレート120とを含む。いくつかの実施形態では、ディスプレ
イアレイアセンブリ110とバックプレート120は、互いに取り付けられる前に別々に事前に
形成されてもよい。いくつかの別の実施形態では、表示デバイス30は、蒸着によってディ
スプレイアレイアセンブリ110の上方にバックプレート120の構成要素を形成することのよ
うな任意の適切な方法で製造されてもよい。
【００３５】
　ディスプレイアレイアセンブリ110は、前部基板20と、光学スタック16と、支持体18と
、可動電極14と、相互接続部126とを含んでもよい。バックプレート120は、少なくとも部
分的に埋め込まれたバックプレート構成要素122と、1つまたは複数のバックプレート相互
接続部124とを含む。
【００３６】
　ディスプレイアレイアセンブリ110の光学スタック16は、前部基板20の少なくともアレ
イ領域を覆う実質的に連続的な層であってもよい。光学スタック16は、グランドに電気的
に接続された実質的に透明な導電層を含んでもよい。可動電極14/34は、たとえば正方形
または長方形の形を有する個別のプレートであってもよい。可動電極14/34は、可動電極1
4/34の各々が表示素子の一部を形成することができるよう、行列の形態で配置することが
できる。図4の実施形態では、可動電極14/34は、4つの隅で支持体18によって支持されて
いる。
【００３７】
　ディスプレイアレイアセンブリ110の各相互接続部126は、それぞれの可動電極14/34を1
つまたは複数のバックプレート構成要素122に電気的に接続する働きをする。図示の実施
形態では、ディスプレイアレイアセンブリ110の相互接続部126は、可動電極14/34から延
び、バックプレート相互接続部124に接触するように位置している。別の実施形態では、
ディスプレイアレイアセンブリ110の相互接続部126、は少なくとも部分的に支持体18に埋
め込まれ、一方、支持体18の頂面から露出されてもよい。そのような実施形態では、バッ
クプレート相互接続部124をディスプレイアレイアセンブリ110の相互接続部126の露出し
た部分に接触するように位置させてもよい。さらに別の実施形態では、バックプレート相
互接続部124は、図4の相互接続部126など、可動電極14への実際のアタッチメントなしに
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可動電極14まで延びることができ、かつ、可動電極14に電気接続することができる。
【００３８】
　上で説明した、休止状態および作動状態を有する双安定干渉変調器に加えて、干渉変調
器は、複数の状態を有するように設計することができる。たとえばアナログ干渉変調器(A
IMOD)は、ある範囲の色状態を有することができる。一AIMOD実施形態では、単一の干渉変
調器をたとえば赤状態、緑状態、青状態、黒状態または白状態に駆動することができる。
したがって単一の干渉変調器は、広範囲に及ぶ光学スペクトルにわたって異なる光反射率
特性を有する様々な状態を有するように構成することができる。AIMODの光学スタックは
、上で説明した双安定表示素子とは異なっていてもよい。これらの相違は、異なる光学結
果をもたらすことができる。たとえば上で説明した双安定素子では、閉状態は、双安定素
子を黒反射状態にする。しかしながらアナログ干渉変調器は、電極が双安定素子の閉状態
と同様の位置に位置している場合に、白反射状態を有することも可能である。
【００３９】
　図5は、2つの固定層および第3の可動層を有する干渉変調器の断面図を示したものであ
る。詳細には、図5は、第1の固定層802、第2の固定層804、および第1の固定層802と第2の
固定層804との間に配置された第3の可動層806を有するアナログ干渉変調器の一実施形態
を示したものである。これらの層802、804、および806の各々は、電極または他の導電材
料を含むことができる。たとえば第1の層802は、金属でできたプレートを含むことができ
る。これらの層802、804、および806の各々は、それぞれの層の上に形成された、つまり
それぞれの層の上に堆積された硬化層を使用して硬くすることができる。一実施形態では
、硬化層は誘電体を含む。この硬化層を使用して、この硬化層に取り付けられる層を剛直
に、かつ、実質的に平らに維持することができる。変調器800のいくつかの実施形態は、3
-端子干渉変調器と称することができる。
【００４０】
　3つの層802、804、および806は、絶縁ポスト810によって電気的に絶縁されている。第3
の可動層806は、絶縁ポスト810から懸垂されている。第3の可動層806は、第3の可動層806
を第1の層802に向かって概ね上向きの方向に変位させることができるように、または第2
の層804に向かって概ね下向きの方向に変位させることができるよう、変形するように構
成されている。いくつかの実施形態では、第1の層802は、頂部層または頂部電極と称する
ことも可能である。また、いくつかの実施形態では、第2の層804は、底部層または底部電
極と称することも可能である。干渉変調器800は、基板820によって支持することができる
。
【００４１】
　図5では、第3の可動層806は、実線を使用して、平衡位置に位置しているものとして示
されている。図5に示されているように、電源回路機構によって第1の層802と第2の層804
との間に固定電圧差を印加することができる。この実施形態では、層802に電圧V0が印加
され、層804は接地されている。第3の可動層806に可変電圧Vmが印加されると、電圧VmがV

0に近づくにつれて第3の可動層806は、接地された層804に向かって静電的に引っ張られる
ことになる。電圧Vmが接地に近づくにつれて第3の可動層806は、層802に向かって静電的
に引っ張られることになる。これらの2つの電圧の中間の電圧(この実施形態ではV0/2)が
第3の可動層806に印加されると、第3の可動層806は、図5に実線で示されているその平衡
位置を維持することになる。外側の層802の電圧と外側の層804の電圧との間である可変電
圧を第3の可動層806に印加することにより、第3の可動層806を外側の層802と外側の層804
との間の所望の位置に配置することができ、それにより所望の光学応答が得られる。外側
の層と層との間の電圧差V0は、デバイスの材料および構造に応じて広範囲にわたって変化
させることができ、多くの実施形態では約5～20ボルトの範囲にすることができる。また
、第3の可動層806がこの平衡位置から遠ざかる方向に移動すると、第3の可動層806は変形
するか、または湾曲することになることにも留意されたい。そのような変形または湾曲し
た構成では、弾性ばね力により、第3の可動層806が平衡位置に向かって機械的にバイアス
される。この機械力は、電圧Vが印加されると、第3の可動層806の最終位置に同じく寄与
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する。
【００４２】
　第3の可動層806は、基板820を透過して干渉変調器800に入射する光を反射させるための
ミラーを含むことができる。ミラーは金属材料を含むことができる。第2の層804は、第2
の層804が吸収層として作用するよう、部分的に吸収する材料を含むことができる。ミラ
ーで反射した光が基板820の側から観察されると、観察者は、反射した光を特定の色とし
て知覚することができる。第3の可動層806の位置を調整することにより、特定の波長の光
を選択的に反射させることができる。
【００４３】
　図6は、図5の構造を有する光学EMS表示デバイスのための駆動回路アレイを示す略回路
図の一例を示したものである。装置全体は、双安定干渉変調器を使用している図2の構造
と多くの類似点を共有している。しかしながら図6に示されているように、表示素子ごと
に追加上部層802が提供されている。この上部層802は、図3および図4に示されているバッ
クプレート120の下側に堆積させることができ、電源回路機構によって印加される電圧V0
を有することができる。これらの実施形態は、図2を参照して上で説明した方法と同様の
方法で駆動されるが、データ線DL1～DLnに提供される電圧は、たった2つの異なる電圧の
うちの1つにおかれる代わりに、V0と接地との間の電圧範囲におくことができる点が異な
っている。この方法によれば、行に沿った表示素子の第3の可動層806は、それぞれ、その
特定の行に対するゲート線を表明することによって行を書き込む際に、上部層と下部層と
の間の任意の特定の所望の位置に独立して置くことができる。
【００４４】
　図7A～図7Cは、材料のスタックを示す、図5の干渉変調器の2つの固定層および可動層の
断面図を示したものである。
【００４５】
　図7Aおよび図7Bに示されている実施形態では、第3の可動層806および第2の層804は、そ
れぞれ材料のスタックを含む。たとえば第3の可動層806は、シリコンオキシナイトライド
(SiON)、アルミニウム-銅(AlCu)、および二酸化チタン(TiO2)を含んだスタックを含む。
第2の層804は、たとえばシリコンオキシナイトライド(SiON)、酸化アルミニウム(Al2O3)
、モリブデン-クロム(MoCr)、および二酸化ケイ素(SiO2)を含んだスタックを含む。
【００４６】
　図に示されている実施形態では、第3の可動層806は、AlCu層1004aがその上に堆積され
たSiON基板1002を含む。この実施形態では、AlCu層1004aは導電性であり、電極として使
用することができる。いくつかの実施形態では、AlCu層1004は、AlCu層1004に入射する光
に対する反射率を提供する。いくつかの実施形態では、SiON基板1002の厚さは約500nmで
あり、AlCu層1004aの厚さは約50nmである。TiO2層1006aは、AlCu層1004aの上に堆積され
ており、いくつかの実施形態ではTiO2層1006aの厚さは約26nmである。SiON層1008aはTiO2
層1006aの上に堆積されており、いくつかの実施形態ではSiON層1008aの厚さは約52mであ
る。TiO2層1006aの屈折率は、SiON層1008aの屈折率よりも大きい。大きい屈折率と小さい
屈折率が交番する材料のスタックをこの方法で形成することにより、スタックに入射する
光を反射させることができ、したがって実質的にミラーとして作用させることができる。
【００４７】
　図7Bからわかるように、第3の可動層806は、いくつかの実施形態では、SiON基板1002の
AlCu層1004a、TiO2層1006a、およびSiON層1008aとは反対側に形成された追加AlCu層1004b
、追加TiO2層1006b、および追加SiON層1008bを含むことができる。これらの層1004b、100
6b、および1008bを形成することにより、第3の可動層806の重さをSiON基板1002の両側で
ほぼ等しくすることができ、したがって第3の可動層806を並進させる際に、第3の可動層8
06の高い位置精度および安定性が得られる。そのような実施形態では、2つのAlCu層1004a
および1004bが実質的に等しい電圧を維持するよう、AlCu層1004aと1004bとの間にビア100
9または他の電気接続を形成することができる。この方法によれば、これらの2つの層の一
方に電圧が印加されると、これらの2つの層のもう一方も同じ電圧を受け取ることができ
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る。AlCu層1004aと1004bとの間に追加ビア(図示せず)を形成することも可能である。
【００４８】
　図7Aに示されている実施形態では、第2の層804は、MoCr層1012がその上に形成されたSi
O2基板1010を含む。この実施形態では、MoCr層1012は、蓄積した電荷を放電させるための
放電層として作用することができ、また、トランジスタに接続して放電を選択的に実施す
ることができる。また、MoCr層1012は、光吸収体として働くことも可能である。いくつか
の実施形態では、MoCr層1012の厚さは約5nmである。Al2O3層1014は、いくつかの実施形態
では、MoCr層1012の上に形成され、入射する光のある程度の反射率を提供することができ
、また、バッシング層として働くことも可能である。いくつかの実施形態では、Al2O3層1
014の厚さは約9nmである。Al2O3層1014の表面に1つまたは複数のSiON停止1016aおよび101
6bを形成することができる。これらの停止1016は、第3の可動層806が第2の層804に向かっ
て完全に偏向する際に、第3の可動層806が第2の層804のAl2O3層1014に接触するのを機械
的に防止する。これにより、デバイスの摩擦およびスナップインを低減することができる
。さらに、図7に示されているようにSiO2基板1010の上に電極層1018を形成することも可
能である。電極層1018は、任意の数の実質的に透明な導電材料を含むことができ、酸化イ
ンジウムスズは、適切な材料の1つである。
【００４９】
　図7Cに示されている層802は、満たすべき光学的要求事項および機械的要求事項がほと
んどないため、単純な構造を使用して構築することができる。この層は、導電AlCu層1030
および絶縁Al2O3層1032を含むことができる。層804の場合と同様、Al2O3層1032の表面に1
つまたは複数のSiON停止1036aおよび1036bを形成することができる。
【００５０】
　図8は、図5に示されている干渉変調器および電圧源の略図を示したものである。この略
図では、変調器は、電圧源V0およびVmに接続されている。第1の層802と第3の可動層806と
の間のギャップは、可変キャパシタンスを有するコンデンサC1を形成し、一方、第3の可
動層806と第2の層804との間のギャップは、同じく可変キャパシタンスを有するコンデン
サC2を形成していることは当業者には理解されよう。したがって図8に示されているこの
略図では、電圧源V0は、直列に接続された可変コンデンサC1およびC2の両端間に接続され
ており、一方、電圧源Vmは、これらの2つの可変コンデンサC1とC2との間に接続されてい
る。
【００５１】
　しかしながら、干渉変調器800に印加される電圧と、第3の可動層806の位置との間の関
係は、場合によっては高度に非線形であるため、干渉変調器800の多くの構成に対して、
上で説明した電圧源V0およびVmを使用して第3の可動層806を異なる位置に正確に駆動する
ことは場合によっては困難である。さらに、異なる干渉変調器の可動層に同じ電圧Vmを印
加しても、製造差、たとえば表示表面全体に対する中間層806の厚さまたは弾性の変化の
ため、それぞれの可動層を個々の変調器の頂部層および底部層に対して同じ位置に移動さ
せることはできない。上で説明したように、可動層の位置によって干渉変調器で反射する
色が決まるため、可動層の位置を検出することができ、かつ、可動層を所望の位置に正確
に駆動することができることは有利である。
【００５２】
　アナログ干渉変調器の可動層をより正確に駆動するために、可動層の電極部分を電気的
に隔離された2つの部分に分離することができる。図9Aは、電気的に隔離された2つの部分
を有する電極の上面図を示す線図を示したものである。この実施形態では、電極は、第2
の部分1304から電気的に隔離される第1の部分1302に分割されている。図に示されている
実施形態では、第1の部分1302および第2の部分1304は、共通の平面内の層として形成され
ており、その形状は、実質的に正方形であるか、さもなければ長方形である。別の実施形
態では、部分1302および1304は、概ね円形または楕円形にすることができ、または部分13
02および1304の一方または両方を異なる形状として構成することができる。たとえば第1
の部分1302は、八角形の形で構成することができ、一方、第2の部分1304は、八角形の形
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の第1の部分1302を受け入れるように切り取られた正方形の形として構成される。図9Aに
示されているように、第2の部分1304は、第1の部分1302の周囲に形成することができる。
第1および第2の部分1302および1304を同心で配置する場合、第1の部分1302を第2の部分13
04内に配置する必要はないことは当業者には認識されよう。その代わり、第2の部分1304
は、部分的に、実質的に、または全面的に第1の部分1302内に配置することができる。
【００５３】
　いくつかの実施形態では、部分1302および1304は、隣り合った構成など、互いに隣接し
て配置される。図9Bは、電気的に隔離された2つの部分を有する別の電極の上面図を示す
線図を示したものである。図9Bには、第2の部分1304に隣接する第1の部分1302に分割され
た電極の一実施形態の上面図が示されている。第1および第2の部分1302および1304の各々
は、図9Bに示されている大きさまたは形状とは異なるものとして選択することができ、ま
た、第1の部分1302の大きさおよび形状は、第2の部分1304の大きさおよび形状と一致する
必要はない。たとえば第1の部分1302は実質的に長方形にすることができ、一方、第2の部
分1304は実質的に楕円形にすることができる。第2の部分1304に対する第1の部分1302の位
置は、多くの任意の方法で構成することができること、また、第1および第2の部分1302お
よび1304は、図9Aおよび図9Bに示されている構成とは異なる構成に回転させることができ
、または移動させることができることは当業者には理解されよう。
【００５４】
　第3の可動層806は、図9Aおよび図9Bに関連して説明した電極構成を含むことができる。
たとえば図7BのAlCu層1004aおよび1004bは、電極の第1の部分1302および第2の部分1304に
パターン化することができる。一実施形態では、第1の部分1302の一部は、第2の部分1304
の少なくともいくつかの部分と共通の平面内の層として形成される。しかしながら第1の
部分1302は、第2の部分1304から電気的に隔離される。第1の部分1302と第2の部分1304の
両方は、図7に示されている金属層を接続するための内部ビアを備えることができる。
【００５５】
　もう一度図9Aおよび図9Bを参照すると、電極の第1の部分1302は、たとえば電極が図7に
関連して上で説明したように第3の可動層806の中で実施されると、電圧源Vmに接続するこ
とができる。電極が第1の層802と第2の層804との間に置かれ、かつ、すでに説明したよう
に電圧源V0およびVmによって電圧が印加されると、第1の部分1302および第2の部分1304は
、いずれも同じ可撓性膜の部分であるため、第1の部分1302が静電力に応答して移動する
だけでなく、この第1の部分1302の運動によって同じく第2の部分1304の運動が引き起こさ
れることになる。
【００５６】
　第2の部分1304が移動すると、この第2の部分1304が移動する個々の異なる位置でこの第
2の部分1304に電圧が誘導される。この誘導電圧を電圧Vsとして感知すなわち検出するこ
とができる。電極1302と電極1304との間の容量接続は小さいため、電圧Vsは、電圧源Vmに
よって電極1302に印加される電圧から実質的に隔離される。電圧Vsは、電圧源V0によって
印加される電圧、および上部層804および下部層802に対する電極1304の位置で決まる。こ
の電圧Vsと電圧源V0によって印加される電圧とを比較することにより、第2の部分1304の
位置、延いては第3の可動層806の位置を決定することができる。いくつかの実施形態では
、電圧源Vmは、2つの隔離された部分の相対的な大きさおよび形状に応じて、第1の部分13
02の代わりに第2の部分304に接続され、また、電圧Vsは、第1の部分1302から感知される
。当業者には、電極の構成に応じて第1の部分1302または第2の部分1304に接続することが
でき、また、電圧Vsを測定するための電圧センサとして使用することができる様々なデバ
イスおよび装置が理解されよう。
【００５７】
　図10は、図5の干渉変調器の中で実施された、図9Aまたは図9Bの電極の略図を示したも
のである。この略図では、第3の可動層806は、分割電極1302、1304、および電圧源V0およ
びVmに接続される変調器を使用して実施されている。第1の層802と電極の第1の部分1302
との間のギャップは、可変コンデンサC1を形成している。同様に、第1の部分1302と第2の
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層804との間のギャップは、可変コンデンサC2を形成している。第1の層802と電極の第2の
部分1304との間のギャップは、可変キャパシタンスを有するコンデンサC3を形成しており
、一方、第2の部分1304と第2の層804との間のギャップは、可変キャパシタンスを有する
コンデンサC4を形成している。C3およびC4のキャパシタンスは、それぞれ係数γだけC1お
よびC2に比例しており、γは、第2の部分1304の面積を第1の部分1302の面積で割った値に
等しい。電気的に隔離された2つの部分1302および1304は、第5のコンデンサCcを形成して
いる。Ccのキャパシタンスは、電気的に隔離された2つの部分1302と1304との間の結合キ
ャパシタンスと称することができる。
【００５８】
　上で説明したように、第3の可動部分806の位置は、電圧Vsを測定することによって決定
することができる。Ccのキャパシタンスをゼロと仮定すると、図10に示されている回路は
分圧器として動作し、電圧Vsは、次の式に従って生成される。
　　　Vs=V0*C2/(C1+C2)　　　(1)
式(1)の中のV0は、電圧源V0によって供給される電圧を表すために使用され、また、式(1)
の中のC1およびC2は、それぞれコンデンサC1およびC2のキャパシタンスを表すために使用
されている。第3の可動層806が平衡位置である第1の層802と第2の層804との間の中央に位
置している場合、Vsは、平衡位置からの第3の可動層806の変位にほぼ比例する。この構成
では、層806の平衡中間位置と、上部層802または下部層804との間の距離をdで表し、また
、平衡中間位置からのミラーの変位をxで表すと(xは、変位の方向に応じて正であっても
、負であってもよい)、xの値は、次の式を使用して決定することができる。
　　　x=d((2Vs/V0)-1)　　　(2)
したがって第3の可動層806の位置は、感知した電圧Vsから決定することができる。
【００５９】
　第3の可動層806の位置は、より特定的には、Ccのキャパシタンスを決定し、かつ、この
キャパシタンスを位置計算に含めることによって決定することができる。第3の可動層806
が平衡位置である第1の層802と第2の層804との間の中央に位置している場合、Vsは、次の
式を使用して決定することができる。
【００６０】

【数１】

【００６１】
式(3)の中のVmは、電圧源Vmによって供給される電圧を表すために使用されている。キャ
パシタンスC1およびC2は、第1の分1302の面積、および平衡位置からの第1の部分1302の変
位で決まることに留意し、かつ、Cc<<C2, C1であることを観察し、したがって感知誤差を
Ccの第1のオーダに維持することにより、Vsは、次の式に従って生成することができる。
【００６２】

【数２】

【００６３】
したがってこの感知電圧Vsを使用して、供給電圧Vmに対する第3の可動層806の実際の応答
を調査することができる。電極は、Vmに対する依存性を無視することができるよう、結合
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キャパシタンスを最小にするように、または結合キャパシタンスを所定の値未満に維持す
るように構成することができる。たとえば電気的に隔離された部分1302および1304を図9A
および図9Bに示されているように隣り合った構成で配置すると、結合キャパシタンスを小
さい値に維持することができる。
【００６４】
　上記実施形態は、アナログ干渉変調器に関して説明されているが、本明細書における教
示は、そのような実施形態に限定されないことは当業者には理解されよう。たとえば上で
説明した電圧感知を使用して、2つの他の電極または導体の間、たとえば2つの他の実質的
に静止した、つまり固定された電極または導体の間に配置された任意の可動導体または電
極の位置を決定することができる。いくつかの実施形態では、2つの他の電極は、移動ま
たは並進するように構成され、一方、これらの2つの間の中間電極または導体は、実質的
に固定、つまり静止状態を維持する。これらのすべての実施形態では、中間電極は、電気
的に隔離された複数の部分に分離することができ、これらの部分のうちの少なくとも1つ
を電圧センサに接続することができる。
【００６５】
　図11は、2つの固定導電層の間に配置された可動導電層の位置を決定するためのプロセ
スの流れ図を示したものである。
【００６６】
　ブロック1702で、2つの電極の両端間に第1の電圧が印加される。たとえば電圧源V0を使
用して、干渉変調器800の第1の層802および第2の層804の電極の両端間に電圧を印加する
ことができる。ブロック1704で、第3の電極に第2の電圧が印加される。たとえば電圧源Vm
を使用して、電極またはその一部、たとえば第3の可動層806の電極の第1の部分1302など
に電圧を印加することができる。ブロック1706で、電気的に隔離された第4の電極の電圧
が感知される。たとえば電圧Vsは、第3の可動層806の第2の部分1304から感知することが
できる。ブロック1708で、感知された電圧に少なくとも部分的に基づいて第3の可動層806
の位置が決定される。
【００６７】
　図12は、図9Aの電極にフィードバックを提供するように構成された電圧センサを示した
ものである。図12には、同じく電極1302にフィードバックを提供する位置決定ユニットと
して構成された電圧センサ1802の一実施形態が示されている。この実施形態では、電極を
使用して実施される場合、感知電圧Vsは、電極の位置を修正し、延いては第3の可動層806
の位置を修正するためにフィードバック回路の中で使用される。
【００６８】
　図12からわかるように、電圧源Vsetは、演算増幅器(「オペアンプ」)1812の入力に接続
されており、一方、オペアンプ1812の出力は、電極の電気的に隔離された部分のうちの1
つに接続されている。図に示されている実施形態では、電圧源Vsetは、オペアンプ1812の
正の入力に接続されており、また、オペアンプ1812の出力は、第1の部分1302に接続され
ている。図に示されている実施形態では、オペアンプ1812の負の入力は、電圧フォロワ18
14の出力に接続されている。この実施形態では、第2の部分1304からの感知電圧Vsは、電
圧フォロワ1814の入力に接続されており、一方、電圧フォロワ1814の出力は、オペアンプ
1812の負の入力に接続されている。電圧フォロワの出力は、電極1302および1304が接続さ
れている中間層806の位置の測度である。位置のこの測度は、オペアンプ1812への入力と
して使用されている。
【００６９】
　図12に示されている構成では、オペアンプ1812の出力Vmは、VsをほぼVsetに等しくする
ために必要な値まで増幅される。したがって図12のフィードバックループの場合、中間層
806は、印加されるVsetを、層が上記式2によって得られる所望の値のxで生成されるVsの
値に等しくなるように選択することにより、上部層802と下部層804との間の所望の位置x
に置くことができる。印加されるVsetとxの値との間の関係は、ほぼ線形にすることがで
き、印加されるVsetを0とV0との間にすることにより、-dから+dまでの範囲のxが得られる
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。
【００７０】
　上で説明したフィードバックを使用して干渉変調器を駆動することにより、干渉変調器
のスナップイン特性の影響を小さくすることができる。「スナップイン」という用語は、
電極1302に印加された電圧の作用の下で中間電極が固定電極802または804のうちの一方に
向かって移動する際に、あるポイントに到達すると、そのポイントで、印加された電圧に
対する小さい変化によって中間電極806が一方の固定電極に向かって上方または下方に向
かう様々な位置へ突然移動する、これらのデバイスの特性を意味している。この現象は、
多くのそのようなデバイスの中間層の制御された運動の有効範囲を狭くする。図12に示さ
れているようなフィードバックループによれば、位置をより細かく制御することができ、
また、これらのデバイスの有効制御範囲を広くすることができる。さらに、たとえば製造
差による個々の変調器の違いに起因する複雑性を低減することができる。したがって干渉
変調器のアレイ内の異なる可動層を駆動するために必要な電圧は、これらの変調器の製造
の違いおよび公差のために若干異なっていてもよいが、図12のフィードバックを使用する
ことにより、無矛盾駆動電圧Vsetを使用してすべての可動層を正確に配置することができ
る。さらに、フィードバックによって可動層の発振または不安定性を実時間で修正するこ
とができる。
【００７１】
　図13は、光を変調するためのデバイスを駆動するためのプロセスの流れ図を示したもの
である。
【００７２】
　ブロック1902で、第1および第2の電極の両端間に第1の電圧が印加される。たとえば電
圧源V0からの電圧を第1の層802および第2の層804の電極の両端間に印加することができる
。ブロック1904で、第3の電極に第2の電圧が印加される。図12の実施形態では、第3の電
極は、可動電極の一部として構成され、また、第1の電極と第2の電極との間に、それらか
ら間隔を隔てて配置されている。たとえば電圧源Vmからの電圧を電極の一部、たとえば第
3の可動層806の電極の第1の部分1302などに印加することができる。ブロック1906で、第4
の電極の電圧が感知される。たとえば電圧Vsは、第2の部分1304から感知することができ
る。ブロック1908で、感知された電圧を使用して、可動電極が所望の位置に位置するまで
、印加される第2の電圧が調整される。たとえばオペアンプ1812は、この感知電圧Vsを使
用して、Vsと電圧源Vmから受け取った電圧とがほぼ等しくなり、可動電極806が平衡位置
から所望のオフセットに位置するまで、第3の電極に印加される電圧を調整することがで
きる。
【００７３】
　図14は、図12のセンサおよびフィードバックの一実施形態を示す回路図を示したもので
ある。図14からわかるように、オペアンプ1812および電圧フォロワ1814は、それぞれ複数
のトランジスタを使用して実施することができる。この実施形態では、電圧フォロワ1814
は、一対のトランジスタ1816および1818として実施されている。トランジスタ1818のゲー
トは感知電極1304に接続されており、電圧フォロワ1814にVs入力を提供している。トラン
ジスタ1818のドレーンは、選択線に接続されている。トランジスタ1818のソースは、トラ
ンジスタ1816のドレーンに接続されており、また、トランジスタ1816のゲートは、トラン
ジスタ1818のドレーンに接続されている。トランジスタ1816のソースは電圧フォロワ1814
の出力を形成しており、オペアンプ1812のトランジスタ1820およびトランジスタ1822を含
む差動対の第1のトランジスタ1820に接続されている。Vm入力は、トランジスタ1816およ
び1818と同じ方法で接続されているトランジスタ1824および1826で構築された電圧フォロ
ワを介してオペアンプの差動対のもう一方のトランジスタ1822のゲートに提供されている
。差動対および電圧フォロワのためのバイアス電流は、トランジスタ1830によって提供さ
れる。差動対の出力は、選択トランジスタ1832のソースに接続されており、選択トランジ
スタ1832のゲートは選択線に接続されている。選択トランジスタ1832のドレーンは、電極
1302に接続されている。選択トランジスタ1832のゲートに選択信号を印加することによっ
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て選択トランジスタ1832がターンオンされると、差動対の出力は、感知電圧Vsと入力電圧
Vmが等しくなる電圧に到達する。したがって適切な要素を使用して、効果的に、かつ、費
用有効的にセンサ1802を実施することができる。
【００７４】
　図15は、個々の変調器の中間層を配置するための電圧感知およびフィードバックを組み
込んだ干渉変調器のアレイを示す線図を示したものである。図2および図6に関連して上で
説明したように、データドライバ回路は、Vsetnを介して1行のデータ電圧Vset1を供給し
ている。ゲートドライバ回路は、表示素子の選択された行に一組のデータ電圧を印加する
行選択電圧を提供している。個々の列はフィードバック増幅器1812を備えており、また、
個々の表示素子は電圧フォロワ1814を備えている。フィードバック増幅器1812および電圧
フォロワ1814は、駆動トランジスタS11、S12等々に関連して上で説明したバックプレート
120の中に組み込むことができる。
【００７５】
　たとえば行1の表示素子の位置を設定するために、その行に沿った個々の中間層806の所
望の位置に従ってVset1からVsetnの出力が設定される。たとえばS11に対する中間層を中
央平衡位置にしなければならない場合、Vset1が0.5V0に設定される。S12に対する中間層
を中央平衡位置と接地層804との間の中間にしなければならない場合、Vset2が0.75V0に設
定され、等々である。ある行に対する個々のVsetが適切に設定されると、ゲート線GL1が
表明され、個々のフィードバック増幅器1812の出力をその行に沿った個々の表示素子の電
極1302に接続する。また、ゲート線GL1を表明することにより、第1の行に沿った個々の表
示素子に対する感知電圧Vsがそれぞれのフィードバック増幅器にフィードバックされる。
図12および図13に関連して上で説明したように、これにより、その行に沿った個々の表示
素子を印加されたデータ電圧Vsetに応じて所望位置xに設定する。次に、画像データの全
フレームの書込みプロセスが完了するまでこのプロセスが個々の行に対して繰り返される
。
【００７６】
　図16は、複数の固定層を有し、かつ、1つの固定感知電極と共に1つの可動層を有する干
渉変調器の断面図を示したものである。この実施形態では、固定電極808および可動層806
の両端間に固定電圧V0が印加されており、また、この実施形態では可動層806は接地され
ている。電極808は、別の固定電極804の周辺領域に形成することができ、または808と804
との間の追加誘電体層によって形成された、804を画素領域全体にわたって一様にする一
様な薄膜コンデンサであってもよい。図16に示されている実施形態では、電極808は、電
極804の周りを部分的に、または完全に包んでいるが、電極808は、電極804の一方の側の
みにすることも適切である。可変電圧Vmは、可動層806のもう一方の側の固定電極802に印
加される。固定電極804は感知電極として使用される。可変電圧Vmがゼロの場合、電極808
上の電圧V0は、可動層806を感知電極804に向かって引っ張り、また、感知電極804の電圧
がゼロに向かって強制される。可変電圧Vmが高くなると、可動層806は電極802に向かって
引っ張られ、また、感知電極804上の電圧が高くなる。いくつかの実施形態では、感知電
極804上の電圧は、可動層806の位置のほぼ一次関数である。したがって上で説明した実施
形態と同様、感知電極804上の電圧を使用して可動層806の位置を決定することができる。
この実施形態では、接地可動層806は、感知電極804を電極802上の可変電圧レベルから遮
蔽し、その位置にもたらすために使用される電圧Vmに無関係に、感知電圧を主として可動
層806の位置に依存させている。図17に示されているように、上で説明した方法と同様の
方法でフィードバックをこの実施形態に組み込むことができる。
【００７７】
　図17は、表示システム内の個々の変調器の可動層を配置するための電圧感知およびフィ
ードバックを組み込んだ、図16に示されているように構築された干渉変調器のアレイの別
の実施形態を示す線図を示したものである。個々の干渉変調器は、表示システム内の表示
素子として構成することができる。図17に示されているように、図15の電圧フォロワ1814
は固定電極804に接続されている。電圧フォロワ1814の出力は演算増幅器1812に入力を提
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供している。この実施形態では、ある行に沿った可動層806をそれらの所望の位置に配置
するために、感知電圧出力と可動層806の位置との間の既知の関係を使用して、ある行に
沿ったVsetnを介してVset1の値が決定される。この関係は、表示システムによってアクセ
スされる数式またはルックアップテーブルとして記憶することができる。異なる表示素子
に対してこの関係が異なる場合、個々の表示素子の状態を設定する際に、素子ごとに特定
の値を記憶し、かつ、使用することができる。ゲート線(たとえばGL1)が表明されると、
スイッチS11が閉じ、したがって演算増幅器1812の出力電圧Vm1が固定電極802上に引き渡
される。図16を参照して上で説明したように、固定電極802上の電圧をゼロからVm1まで高
くすると、可動層806を電極802に向かって引っ張ることができ、また、感知電極804上の
電圧が高くなる。感知電極804上の電圧は、フィードバック信号として演算増幅器1812に
入力を提供する電圧フォロワ1814に入力される。したがって演算増幅器(演算増幅器1812
を含む)の出力が電圧Vmへ移動し、それにより感知電圧が入力Vset値に等しくなり、した
がって行に沿った個々の表示素子の可動層806が所望の位置に置かれる。
【００７８】
　図18Aおよび図18Bは、複数の干渉変調器を含む表示デバイス40を示すシステムブロック
図の例を示している。この表示デバイス40はたとえば、スマートフォン、携帯電話または
モバイル電話であってもよい。しかし、表示デバイス40の同じ構成要素またはそれらのわ
ずかな変形例は、テレビジョン、タブレット、電子書籍端末、ハンドヘルドデバイスおよ
びポータブルメディアプレーヤのような様々な種類の表示デバイスも例示している。
【００７９】
　表示デバイス40は、ハウジング41と、ディスプレイ30と、アンテナ43と、スピーカ45と
、入力デバイス48と、マイクロフォン46とを含む。ハウジング41は、射出成形および真空
成形を含む様々な製造プロセスのいずれかによって形成されてもよい。また、ハウジング
41は、プラスチック、金属、ガラス、ゴム、およびセラミック、またはそれらの組合せを
含むがそれらに限定されない様々な材料のいずれかから作られてもよい。ハウジング41は
、異なる色を有するかまたはそれぞれの異なるロゴ、絵、または記号を含む取外し可能な
他の部分と交換されてもよい取外し可能な部分(図示せず)を含んでもよい。
【００８０】
　ディスプレイ30は、本明細書において説明するように双安定ディスプレイまたはアナロ
グディスプレイを含む様々なディスプレイのいずれかであってもよい。ディスプレイ30は
、プラズマ、EL、OLED、STN LCD、もしくはTFT LCDのようなフラットパネルディスプレイ
、またはCRTもしくは他のチューブデバイスのようなノンフラットパネルディスプレイを
含むように構成されてもよい。また、ディスプレイ30は、本明細書において説明するよう
に、干渉変調器ディスプレイを含んでもよい。
【００８１】
　表示デバイス40の構成要素が図18Bに概略的に示されている。表示デバイス40は、ハウ
ジング41を含み、表示デバイス40内に少なくとも部分的に密閉された追加の構成要素を含
んでもよい。たとえば、表示デバイス40は、トランシーバ47に接続されたアンテナ43を含
むネットワークインターフェース27を含む。トランシーバ47は、条件付けハードウェア52
に接続されたプロセッサ21に接続されている。条件付けハードウェア52は、信号を条件付
ける(たとえば、信号をフィルタリングする)ように構成されてもよい。条件付けハードウ
ェア52は、スピーカ45およびマイクロフォン46に接続されてもよい。プロセッサ21は、入
力デバイス48およびドライバコントローラ29にも接続されている。ドライバコントローラ
29は、フレームバッファ28およびアレイドライバ22に接続されており、アレイドライバ22
はディスプレイアレイ30に接続されている。いくつかの実施形態では、電源50は、特定の
表示デバイス40設計において実質的にすべての構成要素に電力を供給することができる。
【００８２】
　ネットワークインターフェース27は、表示デバイス40がネットワークを介して1つまた
は複数のデバイスと通信することができるようにアンテナ43とトランシーバ47とを含む。
ネットワークインターフェース27は、たとえばプロセッサ21のデータ処理要件を軽減する
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いくつかの処理機能を有してもよい。アンテナ43は、信号を送受信することができる。い
くつかの実施形態では、アンテナ43は、IEEE16.11(a)、IEEE16.11(b)、またはIEEE16.11(
g)を含むIEEE16.11規格、またはIEEE802.11a、IEEE802.11b、IEEE802.11g、IEEE802.11n
を含むIEEE802.11規格、およびそのさらなる実施形態に従ってRF信号を送受信する。いく
つかの別の実施形態では、アンテナ43は、Bluetooth規格に従ってRF信号を送受信する。
携帯電話の場合、アンテナ43は、符号分割多元接続(CDMA)、周波数分割多元接続(FDMA)、
時分割多元接続(TDMA)、Global System for Mobile communications (GSM(登録商標))、G
SM/General Packet Radio Service (GPRS)、Enhanced Data GSM Environment (EDGE)、Te
rrestrial Trunked Radio (TETRA)、Wideband-CDMA (W-CDMA)、Evolution Data Optimize
d (EV-DO)、1xEV-DO、EV-DO Rev A、EV-DO Rev B、High Speed Packet Access (HSPA)、H
igh Speed Downlink Packet Access (HSDPA)、High Speed Uplink Packet Access (HSUPA
)、Evolved High Speed Packet Access (HSPA+)、Long Term Evolution (LTE)、AMPS、ま
たは3G技術もしくは4G技術を利用するシステムのような、ワイヤレスネットワーク内で通
信するのに使用される他の公知の信号を受信するように設計されている。トランシーバ47
は、アンテナ43から受信された信号をプロセッサ21によって受信しさらに操作することが
できるように前処理する。トランシーバ47は、プロセッサ21から受信された信号を表示デ
バイス40からアンテナ43を介して送信することができるように処理してもよい。
【００８３】
　いくつかの実施形態では、トランシーバ47を受信機と置き換えてもよい。また、いくつ
かの実施形態では、ネットワークインターフェース27を、プロセッサ21に送信すべき画像
データを記憶または生成することのできる画像源と置き換えてもよい。プロセッサ21は、
表示デバイス40の動作全体を制御してもよい。プロセッサ21は、圧縮された画像データな
どのデータをネットワークインターフェース27または画像源から受信し、データを処理し
て生画像データまたは生の画像データに容易に処理されるフォーマットに変換する。プロ
セッサ21は、処理済みのデータを記憶できるようにドライバコントローラ29またはフレー
ムバッファ28に送ってもよい。生データは通常、画像内の各位置での画像特性を識別する
情報を指す。たとえば、そのような画像特性は、色、彩度、およびグレースケールレベル
を含んでもよい。
【００８４】
　プロセッサ21は、表示デバイス40の動作を制御するマイクロコントローラ、CPU、また
は論理ユニットを含んでもよい。条件付けハードウェア52は、信号をスピーカ45に送信し
、マイクロフォン46から信号を受信するための増幅器およびフィルタを含んでもよい。条
件付けハードウェア52は、表示デバイス40内の離散構成要素であっても、プロセッサ21も
しくは他の構成要素内に組み込まれてもよい。
【００８５】
　ドライバコントローラ29は、プロセッサ21によって生成された生画像データをプロセッ
サ21から直接取り込んでも、フレームバッファ28から取り込んでもよく、かつ生画像デー
タをアレイドライバ22に高速に送信できるように適切に再フォーマットすることができる
。いくつかの実施形態では、ドライバコントローラ29は、生画像をラスタ状フォーマット
を有するデータフローに再フォーマットしてもよく、したがって、ドライバコントローラ
29は、ディスプレイアレイ30を横断してスキャンするのに適した時間順を有する。次いで
、ドライバコントローラ29は、フォーマット済みの情報をアレイドライバ22に送る。LCD
コントローラなどのドライバコントローラ29は、スタンドアロン集積回路(IC)としてのシ
ステムプロセッサ21に関連付けられることが多いが、そのようなコントローラは多数の方
法で実現されてもよい。たとえば、コントローラは、ハードウェアとしてプロセッサ21に
埋め込まれても、ソフトウェアとしてプロセッサ21に埋め込まれても、ハードウェアにお
いてアレイドライバ22と完全に一体化されてもよい。
【００８６】
　アレイドライバ22は、ドライバコントローラ29からフォーマット済みの情報を受信して
もよく、ディスプレイの画素のx-yマトリクスからの数百本、場合によっては数千本(また
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はそれよりも多く)のリード線に1秒当たりに何度も印加される互いに平行な1組の波形に
、映像データを再フォーマットしてもよい。
【００８７】
　いくつかの実施形態では、ドライバコントローラ29、アレイドライバ22、およびディス
プレイアレイ30は、本明細書において説明するディスプレイの種類のうちのいずれにも適
切である。たとえば、ドライバコントローラ29は、従来のディスプレイコントローラまた
は双安定ディスプレイコントローラ(IMODコントローラなど)であってもよい。また、アレ
イドライバ22は、従来のドライバまたは双安定ディスプレイドライバ(IMODディスプレイ
ドライバなど)であってもよい。さらに、ディスプレイアレイ30は、従来のディスプレイ
アレイまたは双安定ディスプレイアレイ(IMODのアレイを含むディスプレイなど)であって
もよい。いくつかの実施形態では、ドライバコントローラ29は、アレイドライバ22と一体
化されてもよい。そのような実施形態は、高集積度システム、たとえば、携帯電話、ポー
タブル電子デバイス、腕時計またはスモールエリアディスプレイにおいて有益であり得る
。
【００８８】
　いくつかの実施形態では、入力デバイス48は、たとえばユーザが表示デバイス40の動作
を制御するのを可能にするように構成されてもよい。入力デバイス48は、QWERTYキーボー
ドもしくは電話キーパッドのようなキーパッド、ボタン、スイッチ、ロッカー、タッチ感
応スクリーン、ディスプレイアレイ30と一体化されたタッチ感応スクリーン、または圧力
感応膜もしくは熱感応膜を含んでもよい。マイクロフォン46は、表示デバイス40用の入力
デバイスとして構成されてもよい。いくつかの実施形態では、マイクロフォン46を通じた
音声コマンドを使用して表示デバイス40の動作を制御してもよい。
【００８９】
　電源50は、様々なエネルギー貯蔵デバイスを含んでもよい。たとえば、電源50は、ニッ
ケルカドミウム電池またはリチウムイオン電池のような再充電可能電池であってもよい。
充電式バッテリーを使用する実施形態では、充電式バッテリーは、たとえば、壁コンセン
ト、光起電性デバイス、またはアレイから来る電力を使用して充電可能であり得る。代替
的に、充電式バッテリーはワイヤレス充電可能であり得る。電源50は、再生可能なエネル
ギー源、コンデンサ、またはプラスチック太陽電池もしくは塗料型太陽電池を含む太陽電
池であってもよい。電源50は、壁付きコンセントから電力を受けるように構成されてもよ
い。
【００９０】
　いくつかの実施形態では、電子表示システム内のいくつかの場所に配置されてもよいド
ライバコントローラ29に制御プログラム性が存在する。いくつかの別の実施形態では、ア
レイドライバ22に制御プログラム性が存在する。上述の最適化は、任意の数のハードウェ
ア構成要素および/またはソフトウェア構成要素ならびに様々な構成において実施されて
もよい。
【００９１】
　図19は、光学MEMSディスプレイを有する電子デバイスの略分解斜視図の一例である。図
示の電子デバイス40は、ディスプレイ30用のくぼみ41aを有するハウジング41を含む。電
子デバイス40は、ハウジング41のくぼみ41aの底部にプロセッサ21も含む。プロセッサ21
は、ディスプレイ30とデータ通信するためのコネクタ21aを含んでもよい。電子デバイス4
0は、少なくとも一部がハウジング41の内側に位置する他の構成要素を含んでもよい。他
の構成要素には、上記に図16Bに関連して説明したような、ネットワーキングインターフ
ェース、ドライバコントローラ、入力デバイス、電源、条件付けハードウェア、フレーム
バッファ、スピーカ、およびマイクロフォンを含めてもよいが、それらに限定されない。
【００９２】
　ディスプレイ30は、ディスプレイアレイアセンブリ110と、バックプレート120と、可撓
性の電気ケーブル130とを含んでもよい。ディスプレイアレイアセンブリ110とバックプレ
ート120は、たとえばシーラントを使用して互いに取り付けられてもよい。
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【００９３】
　ディスプレイアレイアセンブリ110は、表示領域101と周辺領域102とを含んでもよい。
周辺領域102は、ディスプレイアレイアセンブリ110の上から見たときに表示領域101を囲
む。ディスプレイアレイアセンブリ110は、表示領域101を通して画像を表示するように位
置しかつ向きを定められた表示素子のアレイも含む。表示素子はマトリクス形に配置され
てもよい。一実施形態では、各表示素子は干渉変調器であってもよい。一実施形態では、
「表示素子」という用語は「画素」と称されることもある。
【００９４】
　バックプレート120は、実質的にディスプレイアレイアセンブリ110の裏面全体を覆って
もよい。バックプレート120は、たとえばガラス、高分子材料、金属材料、セラミック材
料、半導体材料、または前述の材料のうちの2つ以上の組合せと、他の同様の材料とから
形成されてもよい。バックプレート120は、同じ材料またはいくつかの異なる材料の1つま
たは複数の層を含んでもよい。バックプレート120には、様々な構成要素の少なくとも一
部が埋め込まれてもまたは取り付けられてもよい。そのような構成要素の例には、ドライ
バコントローラ、アレイドライバ(たとえば、データドライバおよびスキャンドライバ)、
ルーティング線(たとえば、データ線およびゲート線)、スイッチング回路、プロセッサ(
たとえば、画像データ処理プロセッサ)、および相互接続部が含まれるがそれらに限定さ
れない。
【００９５】
　可撓性の電気ケーブル130は、電子デバイス40のディスプレイアレイ30と他の構成要素(
たとえば、プロセッサ21)との間にデータ通信チャネルを確立する働きをする。可撓性の
電気ケーブル130は、ディスプレイアレイアセンブリ110の1つまたは複数の構成要素、ま
たはバックプレート120から延びてもよい。可撓性の電気ケーブル130は、互いに平行に延
びる複数の導電ワイヤと、プロセッサ21のコネクタ21aまたは電子デバイス40の任意の他
の構成要素に接続してもよいコネクタ130aとを含む。
【００９６】
　本明細書において開示された実施形態に関連して説明した様々な例示的な論理、論理ブ
ロック、モジュール、回路、およびアルゴリズムステップは、電子ハードウェア、コンピ
ュータソフトウェア、またはその両方の組合せとして実現されてもよい。ハードウェアと
ソフトウェアの互換性について、概して機能に関して説明し、上述の様々な例示的な構成
要素、ブロック、モジュール、回路、およびステップを示した。そのような機能がハード
ウェアにおいて実現されるかそれともソフトウェアにおいて実現されるかは、システム全
体に課される用途および設計上の特定の制約によって決まる。
【００９７】
　本明細書において開示された各態様に関連して説明した様々な例示的な論理、論理ブロ
ック、モジュール、および回路を実現するのに使用されるハードウェアおよびデータ処理
装置は、本明細書において説明した機能を実行するように設計された、汎用シングルチッ
ププロセッサまたは汎用マルチチッププロセッサ、デジタル信号プロセッサ(DSP)、特定
用途向け集積回路(ASIC)、フィールドプログラマブルゲートアレイ(FPGA)もしくは他のプ
ログラム可能な論理デバイス、離散ゲートもしくはトランジスタ論理、離散ハードウェア
構成要素、またはそれらの任意の組合せによって実現または実行されてもよい。汎用プロ
セッサは、マイクロプロセッサ、または任意の従来のプロセッサ、コントローラ、マイク
ロコントローラ、もしくは状態マシンであってもよい。プロセッサは、複数のコンピュー
ティングデバイスの組合せ、たとえばDSPとマイクロプロセッサの組合せ、複数のマイク
ロプロセッサ、DSPコアと連動する1つまたは複数のマイクロプロセッサ、またはそのよう
な任意の他の構成として実現されてもよい。いくつかの実施形態では、特定のステップお
よび方法は、所定の機能に特有の回路で実行されてもよい。
【００９８】
　1つまたは複数の態様では、前述の機能は、本明細書において開示された構造およびそ
れらの構造均等物を含むハードウェア、デジタル電子回路、コンピュータソフトウェア、
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ファームウェア、またはそれらの任意の組合せにおいて実現されてもよい。本明細書にお
いて説明した主題の実施形態は、1つまたは複数のコンピュータプログラム、すなわち、
データ処理装置によって実行できるようにまたはデータ処理装置の動作を制御するために
コンピュータ記憶媒体上に符号化されたコンピュータプログラム命令の1つまたは複数の
モジュールとして実現されてもよい。
【００９９】
　当業者には、本開示において説明した実施形態の様々な修正形態が容易に明らかになろ
う。本明細書において定められた一般原則は、本開示の趣旨または範囲から逸脱すること
なく別の実施形態に適用できる。したがって、本開示は、本明細書において示されている
実施形態に限定することを意図しておらず、特許請求の範囲、本明細書において開示され
た原則、および新規の特徴に整合した最も広い範囲が与えられるべきである。また、「上
部」および「下部」という用語が、時には各図の説明を容易にするために使用されており
、適切な向きに定められた頁上の図の向きに対応する相対的な位置を示しており、実現さ
れるIMODの適切な向きを反映しない場合があることが、当業者には容易に理解されよう。
【０１００】
　本明細書において別々の実施形態の文脈で説明したある特徴は、単一の実施形態におい
て組み合わされて実現されてもよい。逆に、単一の実施形態の文脈で説明した様々な特徴
を複数の実施形態において別々に実現しても、任意の適切な部分組合せとして実現しても
よい。さらに、各特徴は、上記ではある組合せにおいて働くように記載されており、場合
によっては最初からそのように要求されているが、要求された組合せの1つまたは複数の
特徴は、場合によってはその組合せから実現されてもよく、要求された組合せは、部分組
合せまたは部分組合せの変形例を対象とするものであってもよい。
【０１０１】
　同様に、動作は特定の順序で図面に示されているが、そのような動作は、望ましい結果
を達成するために、示される特定の順序でまたは順番に実行される必要がないことを、ま
たはすべての図示の動作が実行される必要があるとは限らないことを、当業者は容易に認
識しよう。ある状況では、マルチタスキングおよび並列処理が有利である場合がある。さ
らに、上記で説明した各実施形態における様々なシステム構成要素の分離は、すべての実
施形態においてそのような分離が必要とされるものと理解されるべきではなく、前述のプ
ログラム構成要素およびシステムが概して単一のソフトウェアプロダクトとして一体化さ
れるかまたは複数のソフトウェアプロダクトとしてパッケージ化されてもよいことを理解
されたい。また、他の実施形態も添付の特許請求の範囲内にある。場合によっては、特許
請求の範囲に記載された動作を異なる順序で実行してもよく、しかも望ましい結果を実現
することができる。
【符号の説明】
【０１０２】
　12　IMOD、画素
　14　可動反射層
　13，15　光
　16　光学スタック
　18　ポスト、支柱、支持体
　19　ギャップ
　20　透明基板、前部基板
　21　システムプロセッサ
　21a　コネクタ
　22　アレイドライバ
　27　ネットワークインターフェース
　28　フレームバッファ
　29　ドライバコントローラ
　30　表示デバイス、ディスプレイ、ディスプレイアレイ
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　34　変形可能な層、可動電極
　40　表示デバイス
　41　ハウジング
　41a　くぼみ
　43　アンテナ
　45　スピーカ
　46　マイクロフォン
　47　トランシーバ
　48　入力デバイス
　50　電源
　52　条件付けハードウェア
　80　トランジスタ
　82　ソース
　84　ドレーン
　86　チャネル
　88　ゲート
　101　表示領域
　102　周辺領域
　110　ディスプレイアレイアセンブリ
　120　バックプレート
　122　バックプレート構成要素
　124　第2の相互接続部、バックプレート相互接続部
　126　相互接触部、相互接続部
　128　第1の相互接続部
　129　絶縁層
　130　可撓性の電気ケーブル
　130a　コネクタ
　160　ビア
　200　駆動回路アレイ
　201　駆動回路アレイ200の部分
　210　データドライバ
　220　ゲートドライバ
　802　第1の固定層(追加上部層)
　804　第2の固定層(固定電極)
　806　第3の可動層(第3の可動部分)
　808　固定電極
　810　絶縁ポスト
　820　基板
　1002　SiON基板
　1004a　AlCu層
　1004b　追加AlCu層
　1006a　TiO2層
　1006b　追加TiO2層
　1008a　SiON層
　1008b　追加SiON層
　1009　ビア
　1010　SiO2基板
　1012　MoCr層
　1014　Al2O3層
　1016a，1016b，1036a，1036b　SiON停止
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　1018　電極層
　1030　導電AlCu層
　1032　絶縁Al2O3層

【図１Ａ】

【図１Ｂ】

【図２】
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【図１６】 【図１７】
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【図１９】

【手続補正書】
【提出日】平成25年9月26日(2013.9.26)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光を変調するためのマイクロエレクトロメカニカルシステム（ＭＥＭＳ）干渉変調器デ
バイスであって、
　少なくとも第１、第２、第３、および第４の電極と、
　前記第１および第２の電極の両端間に印加される固定電圧と、
　可動電極の位置を調整するために前記第３の電極に印加される可変電圧と、
　前記第４の電極に接続された電圧センサと
を具備し、
　前記４つの電極のうちの少なくとも１つは、ミラー層を含み、かつ可動電極であって、
所望の光学応答を提供する、デバイス。
【請求項２】
　前記第３および第４の電極が可動電極である、請求項１に記載のデバイス。
【請求項３】
　前記電圧センサが、前記可変電圧を調整するためのフィードバックを提供する、請求項
１に記載のデバイス。
【請求項４】
　演算増幅器をさらに具備し、
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　前記演算増幅器の出力は、前記第３の電極に接続される、請求項３に記載のデバイス。
【請求項５】
　電圧フォロワをさらに具備し、
　前記電圧フォロワの入力は、前記第４の電極に接続され、
　前記電圧フォロワの出力は、前記演算増幅器に接続される、請求項４に記載のデバイス
。
【請求項６】
　前記第３の電極および前記第４の電極が共通平面内の層として形成される、請求項１に
記載のデバイス。
【請求項７】
　前記第３の電極および前記第４の電極が共通平面内の層として形成される、請求項２に
記載のデバイス。
【請求項８】
　前記第４の電極が前記第３の電極の周囲に形成される、請求項７に記載のデバイス。
【請求項９】
　前記可変電圧によって供給される電圧を変化させることによって前記可動電極の位置を
調整するように構成された駆動回路をさらに具備する、請求項１に記載のデバイス。
【請求項１０】
　前記第２の電極が可動電極である、請求項１に記載のデバイス。
【請求項１１】
　前記第２の電極が接地される、請求項１０に記載のデバイス。
【請求項１２】
　前記第４の電極が前記第２の電極と前記第１の電極との間に配置される、請求項１１に
記載のデバイス。
【請求項１３】
　前記第１の電極が前記第４の電極の周辺部分の周りに形成される、請求項１２に記載の
デバイス。
【請求項１４】
　ディスプレイと、
　前記ディスプレイと通信するように構成され、画像データを処理するように構成された
プロセッサと、
　前記プロセッサと通信するように構成されたメモリデバイスと
をさらに具備する、請求項１に記載のデバイス。
【請求項１５】
　少なくとも１つの信号を前記ディスプレイに送るように構成されたドライバ回路をさら
に具備する、請求項１４に記載のデバイス。
【請求項１６】
　前記画像データの少なくとも一部を前記ドライバ回路に送るように構成されたコントロ
ーラをさらに具備する、請求項１５に記載のデバイス。
【請求項１７】
　前記プロセッサに前記画像データを送るように構成された画像源モジュールをさらに具
備する、請求項１４に記載のデバイス。
【請求項１８】
　前記画像源モジュールが、受信機、トランシーバ、および送信機のうちの少なくとも１
つを含む、請求項１７に記載のデバイス。
【請求項１９】
　入力データを受け取り、前記入力データを前記プロセッサに伝達するように構成された
入力デバイスをさらに具備する、請求項１４に記載のデバイス。
【請求項２０】
　前記第４の電極に接続され、前記第４の電極で感知された電圧に少なくとも部分的に基
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づいて可動導電層の位置を決定するように構成された位置決定ユニットをさらに具備する
、請求項１に記載のデバイス。
【請求項２１】
　光を変調するためのマイクロエレクトロメカニカルシステム（ＭＥＭＳ）干渉変調器デ
バイスを駆動する方法であって、
　前記ＭＥＭＳ干渉変調器デバイスの第１の電極および第２の電極の両端間に第１の電圧
を印加するステップと、
　所望の光学応答を得るために、前記ＭＥＭＳ干渉変調器デバイスの第３の電極に第２の
電圧を印加することによって、前記ＭＥＭＳ干渉変調器デバイスの少なくとも１つの電極
を移動させるステップと、
　前記ＭＥＭＳ干渉変調器デバイスの第４の電極の電圧を感知するステップと
を有する、方法。
【請求項２２】
　前記第２の電圧を印加するステップに応答して、前記第３の電極および前記第４の電極
を移動させるステップを有する、請求項２１に記載の方法。
【請求項２３】
　前記第２の電圧を印加するステップに応答して、前記第１の電極または前記第２の電極
のうちの一方を移動させるステップを有する、請求項２１に記載の方法。
【請求項２４】
　前記印加される第２の電圧が、可動電極の位置が実質的に所望の位置に等しくなるまで
、感知された電圧を使用して調整される、請求項２１に記載の方法。
【請求項２５】
　感知された電圧が、前記第３の電極と前記第４の電極との間のキャパシタンスに依存す
る係数だけ調整されると、可動電極のオフセットに実質的に比例する、請求項２１に記載
の方法。
【請求項２６】
　光を変調するためのマイクロエレクトロメカニカルシステム（ＭＥＭＳ）干渉変調器デ
バイスであって、
　前記ＭＥＭＳ干渉変調器デバイスの第１の電極および第２の電極の両端間に第１の電圧
を印加するための手段と、
　所望の光学応答を得るために、前記ＭＥＭＳ干渉変調器デバイスの第３の電極に第２の
電圧を印加することによって、前記ＭＥＭＳ干渉変調器デバイスの少なくとも１つの電極
を移動させるための手段と、
　前記ＭＥＭＳ干渉変調器デバイスの第４の電極の電圧を感知するための手段と
を具備する、デバイス。
【請求項２７】
　感知された電圧に少なくとも部分的に基づいて可動導電層の位置を決定するための手段
をさらに具備する、請求項２６に記載のデバイス。
【請求項２８】
　前記第２の電圧を印加するための前記手段が演算増幅器を含む、請求項２７に記載のデ
バイス。
【請求項２９】
　感知するための前記手段が電圧フォロワを含む、請求項２８に記載のデバイス。
【請求項３０】
　前記電圧フォロワの出力が前記演算増幅器の入力に接続される、請求項２９に記載のデ
バイス。
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